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南部大阪都市計画事業大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の施行規程及び事業計画の変更に対する意見書の項目分類

事業計画及び施行規程に関する意見書のうち、

 ・今回の変更事項に関する意見・・・・・・・・・・・・・Ａ

 ・今回の変更事項以外の事項に関する意見・・・・・・・・Ｂ

 ・都市計画決定された事項に関する意見・・・・・・・ Ｃ

事業計画及び施行規程に関係しない意見・・・・・・・・・Ｄ

番号 ページ 意見書の項目 分類 番号 ページ 意見書の項目 分類 番号 ページ 意見書の項目 分類

1 p.1 １．（１）公告期日の違反 Ｄ 22 p.11
第３設計の概要（３）（ニ）宅地計画 移転する利害関係人に
不利益事実記載の修正をせよ

Ｂ 43 p.20
第５資金計画 ２．(2)移転移設補償費の記載に違反あり①②
③

Ｂ

2 p.2 １．（２）公告方法の違反 Ｄ 23 p.11
第３設計の概要（３）（ホ）道路計画 １．歩行者道路の勾配
は１５分の１以下とせよと修正せよ

Ａ 44 p.20
第５資金計画 ２．(3)法2条2項該当事業費の記載に違反あり
④⑤

Ｂ

3 p.3 １．（３）堺市の「広報」に掲載していない Ｄ 24 p.12
第３設計の概要（３）（ホ）道路計画 ２．特殊街路は歩行者
専用道路のこととその位置を記載せよと修正せよ

Ａ 45 p.21
第５資金計画 ２．(3)法2条2項該当事業費の記載に違反あり
⑥

Ａ

4 p.4 １．（４）堺市長の意見を聴いていない違反 Ｄ 25 p.12
第３設計の概要（３）（ホ）道路計画 ３．消防特殊自動車が
進入できない道路設計案なので修正せよ

Ａ 46 p.21
第５資金計画 ２．(3)法2条2項該当事業費の記載に違反あり
⑦

Ｂ

5 p.4 ２．（１）大阪府知事は整理法７１条の３第６項に違反する Ｄ 26 p.13
第３設計の概要（３）（ヘ）公園計画 １．「街区公園は、誘
致圏を考慮し大和川沿いに２カ所設置する。」について

Ｃ 47 p.21 第５資金計画 ２．(4)宅地整備の記載は違法 Ｂ

6 p.5 ２．（２）大阪府知事は整理法７１条の３第８項に違反する Ｄ 27 p.13
第３設計の概要（３）（リ）造成計画 高規格堤防整備事業と
区画整理事業との区分、割合、内容等を記載せよ

Ｂ 48 p.22
第５資金計画 ２．(5)その他工事費とは整理法135条の付帯工
事費のこと

Ｂ

7 p.5
３．（１）（２）大臣が告示した縦覧場所だけでは公衆の縦覧
に供していない

Ｄ 28 p.13
第３設計の概要（４）（イ）土地の種目別整理施行前施行後対
照表

Ａ 49 p.22
第５資金計画 ２．(6)調査設計費のつじつま合わせの違法あ
り①②③④

Ａ

8 p.6 第１ １．事業計画変更の理由に法令違反 Ａ 29 p.15
第３設計の概要（４）（イ）土地の種目別整理施行前施行後対
照表

Ａ 50 p.22
第５資金計画 ２．(6)調査設計費のつじつま合わせの違法あ
り⑤(7)(8)(9)(10)(11)(12)(13)

Ｂ

9 p.6 第２ １．(4)施行地区の区域について① Ａ 30 p.16
第３設計の概要（５）１．１㎡当たりの施行前予定宅地価格
は、施行後予定価格の上昇は誤り修正せよ

Ｂ 51 p.22
第５資金計画 ２．(6)調査設計費のつじつま合わせの違法あ
り⑤(14)

Ｄ

10 p.6 第２ ２．(5)施行地区区域図について① Ａ 31 p.17
第３設計の概要（６）（イ）(1)(2)区画街路、特殊街路の幅員
は堺市条例違反

Ａ 52 p.23 年度別歳入歳出資金計画表の項目等記載は違法である Ｂ

11 p.6 第２ ２．(5)施行地区区域図について② Ｄ 32 p.17
第３設計の概要（６）（イ）(3)施行前の道路距離を記載すべ
きと修正せよ

Ｂ 53 p.23 別途事業、事業費を修正せよ Ｂ

12 p.6 第２ ２．(5)施行地区区域図について③ Ａ 33 p.18
第３設計の概要（６）（イ）(4)(5)(6)歩行者専用道路に車両
が出入りしないのか

Ａ 54 p.24 変更施行規程案（１）第３条 Ａ

13 p.7
第３設計の概要（１）１．道路幅員は堺市開発等条例を遵守し
て訂正せよ①

Ｃ 34 p.18
第３設計の概要（６）（イ）(7）適用の欄に記載の意味不明と
説明不足と誤りを修正せよ

Ｂ 55 p.24 変更施行規程案（２）第６条 Ｂ

14 p.7
第３設計の概要（１）１．道路幅員は堺市開発等条例を遵守し
て訂正せよ②～⑦

Ａ 35 p.18
第３設計の概要（６）（イ）(8）道路の勾配・傾斜度を明記す
るよう修正せよ

Ｂ 56 p.24 変更施行規程案（３）第17条 Ｂ

15 p.8
第３設計の概要（１）２．工業地域を変更せずに産業機能の再
編は違法

Ｃ 36 p.18
第３設計の概要（６）（イ）(9)占用と利用の重要事項説明が
ない

Ｂ 57 p.24 変更施行規程案（４）第22条 Ｂ

16 p.8
第３設計の概要（１）３．事業計画変更の理由及び変更申請手
続きには法令の違反がある

Ｂ 37 p.18
第３設計の概要（７）（ロ）雨水貯留施設の設置場所、構造、
給排水方法、耐久年数、メンテナンス方法等の内容を明示する
よう修正せよ

Ｂ 58 p.25 変更施行規程案（５）第26条 Ａ

17 p.8
第３設計の概要（２）１．現況道路は阪神高速大和川線の工事
完了後に機能復元されていない。

Ｄ 38 p.19 第４事業施行期間 Ｄ 59 p.25 変更施行規程案（６）第27条 Ａ

18 p.9
第３設計の概要（３）（イ）設計の基本構想 １．大臣は「公
園」「等」を抹消するよう修正せよ

Ａ 39 p.19 第５資金計画 １．収入の記載誤りを訂正せよ Ｂ 60 p.25 変更施行規程案（７）第32条 Ａ

19 p.9
第３設計の概要（３）（ロ）土地利用計画表 １．土地利用計
画表はずさんで計算等の間違いが多数あり修正せよ

Ａ 40 p.19 第５資金計画 ２．(1)公共施設整備費の記載に違反あり① Ｂ 61 p.26 第７ 変更事業計画の公園について詳細を追記する Ｄ

20 p.10
第３設計の概要（３）（ハ）人口計画 現在の事業地の人口数
を記載せよと修正せよ①②③④⑧

Ｂ 41 p.19 第５資金計画 ２．(1)公共施設整備費の記載に違反あり② Ａ 62 p.26
第８ 変更案は地方自治法第２３８条の６に該当し議会の議決
を必要とする

Ｄ

21 p.10
第３設計の概要（３）（ハ）人口計画 現在の事業地の人口数
を記載せよと修正せよ⑤⑥⑦

Ａ 42 p.20 第５資金計画 ２．(1)公共施設整備費の記載に違反あり③ Ａ

土地区画整理法第71条の3

第5項 利害関係者は、前項の規定により縦覧に供された施行規程及び事業計画について

意見がある場合においては、･･･（略）･･･都道府県知事に意見書を提出することができる。

ただし、都市計画において定められた事項については、この限りでない。 Ａ
Ｃ

Ｂ これら以外 Ｄ

審議対象

審議対象外
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意見書のページ及び項目 施行者の見解

8

p6. 第１ １．事業計画変更の理
由に法令違反

 今回の変更内容を含む本事業計画の変更内容は、国土交通省、堺
市等関係機関との協議・調整を行ったうえで定めたものであり、本
事業計画変更により適切かつ円滑な事業実施が可能であると考えて
おり、土地区画整理法その他の法令の違反はありません。

9

p6. 第２ １．(4)施行地区の区域
について①

 施行地区の区域は、事業計画書作成時点の登記簿に記載されてい
る所在地表記をもとに作成します。当該地は、住居表示の変更は現
時点で実施されておらず、登記簿に記載されている所在地表記も変
更されていないため、追記修正の必要はありません。

10

p6. 第２ ２．(5)施行地区区域図
について①

・施行地区区域図は、当初事業計画時の区域図(平成28年12月作成時
点)をもとに、その後の権利調査等により更新したものです。
・第1回変更区域図は、当初区域図をベースに、令和元年5月の権利
調査を反映させ、併せて公図等との不整合箇所を微修正したもので
す。

12

p6. 第２ ２．(5)施行地区区域図
について③

 意見の内容は、現在施行者において実施している、権利者へのヒ
アリングに関する内容と思料します。当該ヒアリングを踏まえ、今
後事業計画の見直しを検討する予定です。

14

p7. 第３設計の概要（１）１．道
路幅員は堺市開発等条例を遵守し
て訂正せよ②～⑦

 都市計画法に規定されている土地区画整理事業等の開発行為は、
堺市開発行為等の手続に関する条例第3条第1項により適用されませ
ん。本事業における道路幅員については土地区画整理法施行規則に
基づき堺市と協議を行って設定しています。

16

p8. 第３設計の概要（１）３．事
業計画変更の理由及び変更申請手
続きには法令の違反がある

 本事業計画書は、土地区画整理事業の計画について記載するもの
です。なお、本土地区画整理事業の収入は、堺市の負担金です。

18

p9. 第３設計の概要（３）（イ）
設計の基本構想 １．大臣は「公
園」「等」を抹消するよう修正せ
よ

 阪神高速道路大和川線上部、河川用地上部に公園を整備します。
また、「等」には公共施設である河川用地が含まれています。

19

p9. 第３設計の概要（３）（ロ）
土地利用計画表 １．土地利用計
画表はずさんで計算等の間違いが
多数あり修正せよ

 土地利用計画表は、P.7～P.8の（イ）土地の種目別整理施行前後
対照表をもとに作成しています。計算等の間違いはありません。

20

p10. 第３設計の概要（３）（ハ）
人口計画 現在の事業地の人口数
を記載せよと修正せよ①②③④⑧

 設計の方針における人口計画は、施行地区内に居住することとな
る人口を記載しています。

21

p10. 第３設計の概要（３）（ハ）
人口計画 現在の事業地の人口数
を記載せよと修正せよ⑤⑥⑦

 堺市公園条例は、市全域の将来像として市民一人当たりの敷地面
積を定めたものです。本事業の公園面積は、土地区画整理法施行規
則に基づき堺市と協議を行って設定しています。

22

p11. 第３設計の概要（３）（ニ）
宅地計画 移転する利害関係人に
不利益事実記載の修正をせよ

 現在の用途地域を基本とし、戸建住宅を中心とした土地利用を図
ります。

23

p11. 第３設計の概要（３）（ホ）
道路計画 １．歩行者道路の勾配
は１５分の１以下とせよと修正せ
よ

 関係法令（道路構造令等）に基づき、堺市等の関係機関と協議し
て道路勾配を設定しています。

※番号は項目分類の際の番号を使用しています

意見書の項目と施行者の見解

 （意見書の提出者：堺市西区住民 １通 １名）

- 2 -



意見書のページ及び項目 施行者の見解

24

p12. 第３設計の概要（３）（ホ）
道路計画 ２．特殊街路は歩行者
専用道路のこととその位置を記載
せよと修正せよ

 本事業における特殊街路とは、都市計画道路の区分を準用し、歩
行者専用道路または自転車歩行者道の機能を有する道路としてお
り、位置は縦覧図書の設計図に記載しています。当該項目は設計の
方針を述べており、不利益等の説明を記載するものではありませ
ん。

25

p12. 第３設計の概要（３）（ホ）
道路計画 ３．消防特殊自動車が
進入できない道路設計案なので修
正せよ

 隅切りは、道路構造令に基づき計画しています。今後、関係機関
（消防等）との協議を踏まえ詳細設計を実施します。

27

p13. 第３設計の概要（３）（リ）
造成計画 高規格堤防整備事業と
区画整理事業との区分、割合、内
容等を記載せよ

 設計の概要（３）では、本土地区画整理事業の設計の方針を記載
しており、高規格堤防整備事業との区分等を記載するものではあり
ません。

28

p13. 第３設計の概要（４）（イ）
土地の種目別整理施行前施行後対
照表

・施行前後地積割合については、小数第一位の表記としており、計
算誤りはありません。
・施行後の河川用地については、公共用地の帰属協議を経て換地処
分後に一括して登記を行います。河川用地上部の公園は、河川占用
施設であり公園として登記されません。また、本表は面積対照表で
あり、これらの内容について記載するものではありません。
・地方公共団体所有地には、堺市以外の地方公共団体の所有地が含
まれており、記載は適切です。
・緑地について、変更後の施行後地積は0㎡です。備考欄の「264㎡
を緑地利用」は変更前の記載であり、矛盾はありません。
・河川用地および準国有地の一部を公園利用する旨を備考欄に記載
しています。当該公園は、河川用地および準国有地（都市計画道
路）を占用する施設です。

29

p15. 第３設計の概要（４）（イ）
土地の種目別整理施行前施行後対
照表

・施行後地積割合については、小数第一位までの表記としており、
計算誤りはありません。
・施行後の宅地地積については、所有者別に区分せずまとめて記載
しています。換地計画を策定する時点で、所有者別の整理後地積が
確定します。また、地目は区画整理登記する際に法務局と協議する
ものであるため、表記していません。

30

p16. 第３設計の概要（５）１．１
㎡当たりの施行前予定宅地価格
は、施行後予定価格の上昇は誤り
修正せよ

・一定範囲毎に不動産鑑定士が算定した標準評価額をもとに街路条
件、交通接近条件、画地条件等により各宅地の土地評価を行い、地
区全体の施行前と施行後それぞれの平均価額を算定しています。
・地区全体の施行後予定価格については、宅地の接道状況の改善、
土地の整形化等により上昇すると考えられます。

31

p17. 第３設計の概要（６）（イ）
(1)(2)区画街路、特殊街路の幅員
は堺市条例違反

 都市計画法に規定されている土地区画整理事業等の開発行為は、
堺市開発行為等の手続に関する条例第3条第1項により適用されませ
ん。道路幅員については土地区画整理法施行規則に基づき堺市と協
議を行って設定しています。

32

p17. 第３設計の概要（６）（イ）
(3)施行前の道路距離を記載すべき
と修正せよ

 公共施設別調書は、事業施行前の公共施設ではなく、本事業で整
備する公共施設について記載します。

33

p18. 第３設計の概要（６）（イ）
(4)(5)(6)歩行者専用道路に車両が
出入りしないのか

 特殊街路は歩行者専用道路または自転車歩行者道であり、関係機
関との協議により自動車進入対策を施すため、自動車の侵入はでき
ません。

34

p18. 第３設計の概要（６）（イ）
(7）適用の欄に記載の意味不明と
説明不足と誤りを修正せよ

・土地区画整理事業運用指針に基づき道路種別は「◎」と記載して
います。なお、「◎」は「主要地方道」を示します。[別途事業]整
備済（非常口周辺整備）は、阪神高速道路㈱が事業主体の大阪府道
高速大和川線整備事業によるものです。
・大和川線上部の公園は、都市公園法に基づく立体都市公園に該当
しません。
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意見書のページ及び項目 施行者の見解

35

p18. 第３設計の概要（６）（イ）
(8）道路の勾配・傾斜度を明記す
るよう修正せよ

 公共施設の整備改善の方針を説明しており、道路勾配について記
載するものではありません。

36

p18. 第３設計の概要（６）（イ）
(9)占用と利用の重要事項説明がな
い

 阪神高速大和川線上部の公園は準国有地占用としており、摘要欄
にその旨を記載しています。

37

p18. 第３設計の概要（７）（ロ）
雨水貯留施設の設置場所、構造、
給排水方法、耐久年数、メンテナ
ンス方法等の内容を明示するよう
修正せよ

 雨水貯留施設も含め雨水、汚水の処理方法に関する概要を記載し
ています。

39

p19. 第５資金計画 １．収入の記
載誤りを訂正せよ

・本事業の収入は、施行者が関係機関と協議の上、土地区画整理事
業に要する費用の負担を求めています。現時点での負担者は堺市で
すが、将来的な他者による負担金収入を排除しないよう「地方公共
団体等負担金」としています。
・負担金の歳入時期は、年度歳入歳出資金計画表に記載していま
す。

40

p19. 第５資金計画 ２．(1)公共
施設整備費の記載に違反あり①

 高規格堤防整備事業の盛土工事とは区別された土地区画整理事業
における公共施設整備費を記載しており、「築造費等」の記載はし
ていません。

41

p19. 第５資金計画 ２．(1)公共
施設整備費の記載に違反あり②

 本事業で整備する道路は、事業区域内の別途整備された幹線街路
（大和川線、松屋古川線）を除く区画街路及び特殊街路が対象であ
り、道路の幅員ごとに事業量が異なるため、「－」と表示していま
す。土地利用計画の変更に合わせ道路距離に変更がありますが、事
業費については今後の詳細設計や工事実績を踏まえ精査する予定で
す。

42

p20. 第５資金計画 ２．(1)公共
施設整備費の記載に違反あり③

 公園は、本事業で整備する予定であり、土地区画整理法その他の
法令の違反はありません。

43

p20. 第５資金計画 ２．(2)移転
移設補償費の記載に違反あり①②
③

①連棟長屋等の建物構造等から戸数表記が難しいため、事業量を一
式としています。当該記載方法は土地区画整理法その他の法令に違
反するものではありません。
②電柱、ガス、上水道、下水道の移設費等は、その他工事費に計上
しています。また、新設するガス、上水道、下水道については、
「法第２条第２項該当事業費」に単位を一式として計上していま
す。当該記載方法は土地区画整理法その他の法令に違反するもので
はありません。
 なお、阪神高速道路区域内に移設対象物はありません。
③事業計画書は、権利者および関係者に対し事業内容を概観的に示
すことを目的に、一部項目、数量等について一括表示をしていま
す。なお、本土地区画整理事業において、「その他」の項目には、
土地区画整理法第101条の規定に基づく補償費等を計上しています。

44

p20. 第５資金計画 ２．(3)法2条
2項該当事業費の記載に違反あり④
⑤

④高規格堤防整備事業は本土地区画整理事業では実施せず、法第２
条第２項に該当しないため、１６ページの「４．別途事業」に記載
しています。
⑤本土地区画整理事業で除却建築物居住者のための一時的収用施
設、耐火構造建築物は計画されていません。なお、工事用道路はそ
の他工事費に計上されています。

45

p21. 第５資金計画 ２．(3)法2条
2項該当事業費の記載に違反あり⑥

⑥「移設費」には上水道及び下水道の移設費用は含まれていませ
ん。該当事業費は新設の上水道・下水道整備費であり、今後の詳細
設計や工事実績を踏まえ精査する予定としています。また、分譲住
宅の建築や史跡碑の移設費は、事業外で実施するため事業計画書に
記載していません。
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46

p21. 第５資金計画 ２．(3)法2条
2項該当事業費の記載に違反あり⑦

⑦新設のガス管敷設費の一部を負担する必要があり、事業費の計上
が必要です。

47

p21. 第５資金計画 ２．(4)宅地
整備の記載は違法

・高規格堤防整備事業と区別されており、宅地整備費と記載してい
ます。当該記載内容は土地区画整理法その他の法令に違反するもの
ではありません。
・阪神高速道路区域内も含め、公共施設は本事業において整備する
ため、公共施設整備費に計上しています。

48

p22. 第５資金計画 ２．(5)その
他工事費とは整理法135条の付帯工
事費のこと

 高規格堤防事業は本事業で実施するものではないため、土地区画
整理法第１３５条の規定に基づく地区外工事に該当しません。その
他工事費には、本事業における支障物撤去、仮設工事等に係る費用
を計上しています。

49

p22. 第５資金計画 ２．(6)調査
設計費のつじつま合わせの違法あ
り①②③④

①測量、換地諸費は調査設計費に計上しています。
②～④当初認可時に調査設計費に計上していた業務の一部を施行者
が自らの業務で対応したため、それに要する人件費等を調査設計費
から事務費に変更しているものであり、土地区画整理法その他の法
令の違反はありません。

50

p22. 第５資金計画 ２．(6)調査
設計費のつじつま合わせの違法あ
り⑤(7)(8)(9)(10)(11)(12)(13)

（７）事業主体が直営により工事を施行しないため、機械器具費は
計上しておらず、土地区画整理法その他の法令の違反はありませ
ん。
（８）工事に必要な経費は、公共施設整備等に計上しており、土地
区画整理法その他の法令の違反はありません。
（９）土地区画整理法第７３条に基づく損失補償費の計上は、現時
点では予定しておりません。
（１０）減価補償地区ではないため、計上しておらず、土地区画整
理法その他の法令の違反はありません。
（１１）上記により、変更する必要はありません。
（１２）借入していないため、利子は発生しません。
（１３）上記により、変更する必要はありません。

52

p23. 年度別歳入歳出資金計画表の
項目等記載は違法である

 土地区画整理法その他の法令に基づき資金計画書を策定してお
り、法令違反はありません。
 歳出項目の「工事費」及び「事務費」は資金計画書の「支出」に
記載する公共施設整備費、移転移設補償費等の合計である「工事費
計」及び「事務費」を指し、歳入項目の「負担金」は資金計画書の
「収入」に記載する「地方公共団体等負担金」を指します。また、
本事業において借入金、補助金・交付金及び公管金等はありませ
ん。

53

p23. 別途事業、事業費を修正せよ  本事業は阪神高速道路(株)による阪神高速大和川線の上面利用及
び国土交通省による高規格堤防事業との一体施行による市街地形成
を目的としていることから、これら事業を「別途事業」として記載
しております。また、各事業主体と協議のうえ事業費を「－」表示
としており、各事業の事業費が０円というものではありません。

54

p24. 変更施行規程案（１）第３条  住居表示の変更は現時点で実施されておらず、登記簿に記載され
ている所在地表記も変更されていないため、反映の必要はありませ
ん。

55

p24. 変更施行規程案（２）第６条  堺市も地方公共団体であるため、「地方公共団体」と記載してい
ます。

56

p24. 変更施行規程案（３）第17条  審議会は、別途会議規則で非公開と定めております。
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57

p24. 変更施行規程案（４）第22条 ・従前とは土地区画整理事業の当初認可時点の状況を示すもので
す。
・土地区画整理法第94条の規定により、清算金は、換地計画におい
てその額を定めなければならないとされており、また同法104条の規
定により、換地計画において定められた清算金は換地処分公告の翌
日において確定するとされています。

58

p25. 変更施行規程案（５）第26条  変更施行規程（案）において、本年4月1日の民法改正（第404条第
2項：利子の利率を年６パーセントから年３パーセントに変更）を反
映し、清算金を分割交付または分割徴収する場合にあっては「民法
第404条の規定による法定利率以内の割合」と変更しており、民法に
違反しません。

59

p25. 変更施行規程案（６）第27条 ・変更施行規程（案）において、民法改正を反映し、清算金を分割
交付または分割徴収する場合にあっては「民法第404条の規定による
法定利率以内の割合」としています。
・土地区画整理法第110条第４項においては、年１０．７５パーセン
トの割合を乗じて計算した額の範囲内の延滞金を徴収することがで
きるとされており、分割徴収の利子の利率を加算して乗ずるもので
はないため、消費者契約法に違反していません。

60

p25. 変更施行規程案（７）第32条  認可者に対する土地区画整理法施行規則第４条の４の規定に準
じ、機構が本事業において行う公告は、官報に掲載し、かつ施行地
区に近接する堺都市再生事務所に掲示して行うことと定めており、
土地区画整理法の違反はありません。
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・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
９

 

(６
) 
公

共
施

設
改

善
の

方
針

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

１
０

 

(
イ

)
 公

共
施

設
別

調
書

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
１

０
～

１
１

 

 

５
 

６
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(７
) 
土

地
区

画
整

理
法

第
2

条
第

2
項

に
規

定
す

る
事

業
の

概
要

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

 

(
イ

)
 上

水
道

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

 

(
ロ

)
 下

水
道

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

１
２

 

(
ハ

)
 ガ

ス
 

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

１
２

 

 
２

．
設

計
図

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
１

２
 

第
４

 
事

業
施

行
期

間
 

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
１

２
 

第
５

 
資

金
計

画
書

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 

 
１

．
収

入
 

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 

２
．

支
出

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

 

 
３

．
年

度
別

歳
入

歳
出

資
金

計
画

表
 

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 

 
４

．
別

途
事

業
 

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 

第
６

 
参

考
図

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 

 
１

．
現

況
図

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
 

２
．

市
街

化
予

想
図

 
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

 

   

‐
目

3
‐

 

１
２
 

１
１

 
１

２
 

１
１

 

１
３
 

１
２

 

１
３
 

１
２
 

１
４
 

１
３

 
１

５
 

１
４
 

１
６
 

１
５
 

１
６
 

１
５

 
１

６
 

１
５

 
１

６
 

１
５
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‐
1
‐

 

  第
１

 
土

地
区

画
整

理
事

業
の

名
称

等
 

 

（
１

）
土

地
区

画
整

理
事

業
の

名
称

 

南
部

大
阪

都
市

計
画

事
業

大
和

川
左

岸
（

三
宝

）
土

地
区

画
整

理
事

業
 

（
２

）
施

行
者

の
名

称
 

独
立

行
政

法
人

都
市

再
生

機
構

（
土

地
区

画
整

理
法

第
３

条
の

２
第

１
項

）
 

 第
２

 
施

行
地

区
 

（
１

）
施

行
地

区
の

位
置

 

本
地

区
は

、
堺

市
の

北
端

の
一

級
河

川
大

和
川

沿
い

に
位

置
し

、
東

西
約

1
.
0
㎞

に
広

が
る

面
積

約
1
3
.
0
h
a
の

地

区
で

あ
る

。
鉄

道
は

、
地

区
の

東
側

約
1
.
0
㎞

に
南

海
本

線
七

道
駅

、
北

側
約

1
.
1
㎞

に
 

 
 

 
 

 

 住
之

江
公

園
駅

が
あ

る
。

道
路

は
、

地
区

中
央

部
を

南
北

に
府

道
大

阪
臨

海
線

、
地

区
内

の
北

側
地

下
部

に
阪

神
高

速
道

路
大

和
川

線
が

走
っ

て
お

り
、

地
区

の
東

方
約

0
.
2
㎞

に
阪

神
高

速
鉄

砲
ラ

ン
プ

出
入

口
が

あ
る

。
 

   

 

大
阪

市
高

速
電

気
軌

道
（

株
）

 

大
阪

市
営

地
下

鉄
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（
２

）
施

行
地

区
に

係
る

都
市

計
画

 

 
項

目
 

種
類

 
内

容
 

告
示

年
月

日
 

告
示

番
号

 
備

考
 

区
域

区
分

 
市

街
化

区
域

 
昭

和
4
5
年

 
6
月

2
0
日

 
大

阪
府

告
示

第
8
6
0
号

 
 

地
域

地
区

 
用

途
地

域
 

平
成

 
8
年

 
5
月

 
1
日

 
大

阪
府

告
示

第
8
5
8
号

 
第

一
種

住
居

地
域

工
業

地
域

 

防
火

・
準

防
火

地
域

 
平

成
2
3
年

1
2
月

 
1
日

 
堺

市
告

示
第

3
1
8
号

 
準

防
火

地
域

 

都
市

施
設

 

1
･
3
･
0
-
1
 

 
 
大

和
川

線
 

平
成

1
9
年

 
8
月

 
8
日

 
大

阪
府

告
示

第
1
3
5
8
号

 
幅

員
2
7
～

5
3
ｍ

 

3
･
2
･
2
0
1
-
8
 

 
松

屋
古

川
線

 
平

成
1
6
年

1
2
月

2
8
日

 
大

阪
府

告
示

第
2
4
2
9
号

 
幅

員
3
6
ｍ

 

2
･
2
･
2
0
1
-
1
9
 
 
松

屋
町

公
園

 
平

成
2
7
年

1
2
月

2
1
日

 
堺

市
告

示
第

4
5
2
号

 
面

積
0
.
4
9
h
a
 

2
･
2
･
2
0
1
-
1
3
6
 

松
屋

大
和

川
通

公
園

 
平

成
2
7
年

1
2
月

2
1
日

 
堺

市
告

示
第

4
5
2
号

 
面

積
0
.
4
6
h
a
 

市
街

地
開

発
事

業
 

大
和

川
左

岸
(
三

宝
)
土

地
区

画
整

理
事

業
 
平

成
2
7
年

1
2
月

2
1
日

 
堺

市
告

示
第

4
5
1
号

 
面

積
1
3
.
0
h
a
 

地
区

計
画

 
松

屋
大

和
川

通
2
丁

地
区

地
区

計
画

 
平

成
2
9
年

1
月

2
0
日

 
堺

市
告

示
第

1
3
号

 
面

積
0
.
2
h
a
 

松
屋

町
1
丁

地
区

地
区

計
画

 
平

成
2
9
年

1
月

2
0
日

 
堺

市
告

示
第

1
4
号

 
面

積
0
.
3
h
a
 

 （
３

）
施

行
地

区
位

置
図

 

別
添

施
行

地
区

位
置

図
(
縮

尺
1
/
2
5
,
0
0
0
)
の

と
お

り
。

 

（
４

）
施

行
地

区
の

区
域

 

堺
市

堺
区

松
屋

大
和

川
通

一
丁

、
松

屋
大

和
川

通
二

丁
、

松
屋

町
一

丁
、

松
屋

町
二

丁
、

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

南
島

町
一

丁
、

南
島

町
三

丁
、

南
島

町
四

丁
及

び
南

島
町

五
丁

の
各

一
部

の
地

域
。

 

 

‐
2
‐
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‐
3
‐

 

 

（
５

）
施

行
地

区
区

域
図

 

別
添

施
行

地
区

区
域

図
（

1
/
1
,
0
0
0
)
の

と
お

り
。

 

 第
３

 
設

計
の

概
要

 

１
．

設
計

説
明

書
 

（
１

）
土

地
区

画
整

理
事

業
の

目
的

 

本
地

区
及

び
そ

の
周

辺
地

域
は

、
豪

雨
時

の
大

和
川

の
氾

濫
に

よ
り

、
過

去
に

甚
大

な
浸

水
被

害
を

受
け

て
お

り
、

国
土

交
通

省
は

本
地

区
を

含
む

大
和

川
左

岸
約

3
.
1
k
m
を

高
規

格
堤

防
の

重
点

整
備

区
間

と
し

て
定

め
、

高
規

格
堤

防
の

整
備

を
進

め
て

い
る

。
 

ま
た

本
地

区
及

び
そ

の
周

辺
地

域
は

、
昭

和
1
0

年
代

～
2
0

年
代

に
耕

地
整

理
事

業
や

区
画

整
理

事
業

が
実

施
さ

れ
て

お
り

、
骨

格
的

な
道

路
整

備
が

な
さ

れ
て

い
る

も
の

の
、
一

部
幅

員
の

狭
い

道
路

や
行

き
止

ま
り

道
路

が
あ

り
、

基
盤

整
備

が
十

分
で

な
い

。
 

堺
市

の
都

市
・

居
住

環
境

整
備

重
点

地
域

基
本

計
画

及
び

堺
市

都
市

計
画

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
で

は
、

本
地

区
及

び

そ
の

周
辺

地
域

を
、

阪
神

高
速

道
路

大
和

川
線

並
び

に
高

規
格

堤
防

整
備

に
あ

わ
せ

て
、

既
成

市
街

地
の

再
整

備
を

積
極

的
に

進
め

、
居

住
環

境
の

改
善

や
産

業
機

能
の

再
編

を
進

め
る

地
区

と
位

置
付

け
て

い
る

。
 

本
事

業
は

、
高

規
格

堤
防

事
業

と
一

体
的

に
土

地
区

画
整

理
事

業
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

早
期

に
防

災
性

の
向

上

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

ま
た

、
阪

高
大

和
川

線
上

部
や

河
川

用
地

を
ま

ち
づ

く
り

に
有

効
活

用
し

、
公

共
施

設
の

整
備

改
善

や
合

理
的

な
土

地
利

用
を

促
進

し
、

水
と

緑
に

親
し

む
良

好
な

市
街

地
形

成
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
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（
２

）
施

行
地

区
内

の
土

地
の

現
況

 
 

本
地

区
は

、
主

に
戸

建
て

住
宅

が
立

地
し

て
お

り
、

比
較

的
小

規
模

な
木

造
住

宅
が

多
い

。
ま

た
地

区
内

の
東

側

に
位

置
す

る
工

場
跡

地
等

大
規

模
敷

地
は

、
市

有
地

及
び

準
国

有
地

と
な

っ
て

い
る

。
 

府
道

大
阪

臨
海

線
や

市
道

築
港

南
島

線
に

面
す

る
と

と
も

に
、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住
之

江
公

園
駅

や

南
海

本
線

七
道

駅
に

も
ア

ク
セ

ス
可

能
な

交
通

利
便

性
の

高
い

地
域

で
あ

り
、

主
に

住
居

系
の

土
地

利
用

が
な

さ
れ

て
い

る
。

地
形

は
ほ

ぼ
平

坦
で

あ
り

、
地

区
全

域
が

既
に

市
街

化
さ

れ
た

状
況

で
あ

る
。

 

 

（
３

）
設

計
の

方
針

 

（
イ

）
設

計
の

基
本

構
想

 

本
地

区
の

設
計

は
、
国

土
交

通
省

が
施

行
す

る
高

規
格

堤
防

整
備

事
業

と
土

地
区

画
整

理
事

業
と

の
一

体
的

整
備

に
よ

る
防

災
性

の
向

上
及

び
阪

神
高

速
道

路
大

和
川

線
の

上
部

を
活

用
し

た
良

好
な

市
街

地
の

形
成

を
目

指
し

た
土

地
利

用
を

基
本

と
し

、
こ

れ
に

適
合

し
た

道
路

及
び

公
園

等
の

公
共

施
設

を
配

置
す

る
。

 

      

‐
4
‐

 

大
阪

市
高

速
電

気
軌

道
（

株
）

 

大
阪

市
営

地
下

鉄
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‐
5
‐

 

 

（
ロ

）
土

地
利

用
計

画
 

土
地

利
用

計
画

表
 

種
別
 

地
積

（
h
a
）

 
構

成
比

率

（
％

）
 

備
考
 

公 共 施 設 用 地 

河
川
 

 
1
.
2
 

9
.
3
 

9
.
0
 

 

道
路
 

 
3
.
2
 

2
4
.
3
 

2
4
.
4
 

 

 
 

 
 

―
 

 
 

公
園

・
緑

地
 

 
－

 
 

0
.
0
4
 

 
－

 
 

0
.
2
 

 

計
 

 
4
.
4
 

3
3
.
6
 

 

宅 地  

宅
地
 

 
8
.
6
 

6
6
.
4
 

 

計
 

 
8
.
6
 

6
6
.
4
 

 

合
計
 

1
3
.
0
 

1
0
0
.
0
 

 

 

（
ハ

）
人

口
計

画
 

本
地

区
内

の
計

画
人

口
は

、
住

宅
地

に
お

け
る

人
口

密
度

を
約

9
0
人

／
h
a
と

し
、
地

区
の

計
画

人
口

を
約

1
,
1
0
0

人
と

想
定

す
る

。
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（
ニ

）
宅

地
計

画
 

現
在

の
用

途
地

域
を

基
本

と
し

、
戸

建
住

宅
を

中
心

と
し

た
土

地
利

用
と

す
る

。
 

（
ホ

）
道

路
計

画
 

区
画

道
路

は
、

土
地

利
用

計
画

を
考

慮
し

適
宜

配
置

す
る

。
ま

た
、

歩
行

者
動

線
と

し
て

大
和

川
河

川
堤

防
や

 
 

都
市

計
画

道
路

築
港

南
島

線
に

連
絡

す
る

特
殊

街
路

を
計

画
す

る
。

 

（
ヘ

）
公

園
計

画
 

街
区

公
園

は
、

誘
致

圏
を

考
慮

し
大

和
川

沿
い

に
２

か
所

配
置

す
る

。
 

（
ト

）
上

水
道

計
画

 

上
水

道
は

、
堺

市
上

下
水

道
局

よ
り

地
区

全
域

に
供

給
を

受
け

る
。

 

（
チ

）
排

水
計

画
 

本
地

区
の

排
水

方
式

は
分

流
式

で
整

備
し

合
流

管
へ

接
続

し
、

三
宝

下
水

処
理

場
で

処
理

す
る

。
 

（
リ

）
造

成
計

画
 

国
土

交
通

省
が

施
行

す
る

高
規

格
堤

防
整

備
事

業
に

よ
り

造
成

し
た

高
規

格
堤

防
上

に
本

事
業

に
よ

る
造

成
を

 

行
う

。
 

  

‐
6
‐
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（
４

）
整

理
施

行
前

後
の

地
積

 

（
イ

）
土

地
の

種
目

別
整

理
施

行
前

後
対

照
表

 

種
 
目
 

施
行

前
 

施
行

後
 

備
考
 

地
積

（
㎡

）
 

割
合

（
％

）
 

筆
数

 
地

積

（
㎡

）
 

割
合

（
％

）
 

 

公 共 用 地  

国 有 地 

河
川
 

1
1
,
6
3
0
 

1
1
,
6
8
7
 

8
.
9
 

9
.
0
 

 

1
2
,
1
5
2
 

1
1
,
6
8
7
 

9
.
3
 

9
.
0
 

施
行

後
地

積
の

う
ち

 
 

㎡
を

公
園

利
用

 

 

道
路
 

3
,
1
3
6
 

3
,
3
6
3
 

2
.
4
 

2
.
6
 

3
,
1
3
6
 

2
,
4
2
1
 

2
.
4
 

1
.
9
 

施
行

後
 

大
和

川
線

ラ
ン

プ
部

 

計
 

1
4
,
7
6
6
 

1
5
,
0
5
0
 

1
1
.
3
 

1
1
.
6
 

1
5
,
2
8
8
 

1
4
,
1
0
8
 

1
1
.
7
 

1
0
.
8
 

 

地 方 公 共 団 体 所 有 地  

道
路
 

1
9
,
6
8
9
 

1
9
,
3
4
3
 

1
5
.
2
 

1
4
.
9
 

 

2
8
,
4
6
7
 

2
9
,
2
1
8
 

2
1
.
9
 

2
2
.
4
 

 

公
園
 

9
,
3
0
0
 

7
.
1
 

－
 

－
 

 河
川

用
地

 
 

 
㎡

、
 

 準
国

有
地

 
 

 
㎡

を
 

 公
園

利
用

 

 
―

 

緑
地
 

－
 

－
 

 
－

 
 

 
3
6
7
 

 
 
 
－

 

0
.
3
 

 
 

 
 
―

 
 

 
 

 
施

行
後

地
積

に
加

え
て

準
国

有
地

2
6
4
㎡

を
 

緑
地

利
用

 

計
 

2
8
,
9
8
9
 

2
8
,
6
4
3
 

2
2
.
3
 

2
2
.
0
 

2
8
,
4
6
7
 

2
9
,
5
8
5
 

2
1
.
9
 

2
2
.
7
 

 

公
共

用
地

計
 

4
3
,
7
5
5
 

4
3
,
6
9
3
 

3
3
.
6
 

－
 

4
3
,
7
5
5
 

4
3
,
6
9
3
 

3
3
.
6
 

 2
,
6
16
 

2
,
5
48
 

2
,
6
16
 

2
,
5
48
 

6
,
9
05
 

6
,
9
73
 

‐
7
‐
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宅 地 

民 有 地  

宅
地

 
3
5
,
1
0
8
 

3
8
,
9
6
5
 

2
7
.
0
 

2
9
.
9
 

2
4
6
 

3
2
5
 

8
6
,
3
3
6
 

8
6
,
4
7
3
 

 

6
6
.
4
 

 

雑
種

地
 

2
,
4
0
4
 

1
.
9
 

1
.
8
 

4
 

 

―
 

畑
 

―
 

1
6
 

―
 

0
.
0
 

-
 

1
 

 

境
内

地
 

1
,
8
6
7
 

1
,
8
6
8
 

1
.
4
 

1
 

 

計
 

3
9
,
3
7
9
 

4
3
,
2
5
3
 

3
0
.
3
 

3
3
.
2
 

2
5
1
 

3
3
1
 

 

準 国 有 地  

国
土

交
通

省
・

独
立

行
政

法
人

日
本

高
速

道
路

保
有

・
債

務
返

済
機

構
 

―
 

1
8
8
 

―
 

0
.
2
 

―
 

 
 
 
 
4
 

―
 

 

独
立

行
政

法
人

日
本

高
速

 

道
路

保
有

・
債

務
返

済
機

構
 

2
6
,
3
2
4
 

2
7
,
0
2
2
 

2
0
.
2
 

2
0
.
8
 

1
6
9
 

1
7
2
 

施
行

後
地

積
の

う
ち

 

公
園

利
用

△
 

 
 
㎡

 
  

 
 

 
―

 
 

 
 

緑
地

利
用

△
2
6
4
㎡

 

阪
神

高
速

道
路

株
式

会
社

 
1
1
,
1
8
4
 

1
1
,
3
0
0
 

8
.
6
 

8
.
7
 

4
0
 

3
8
 

 

計
 

3
7
,
6
9
6
 

3
8
,
3
2
1
 

2
9
.
0
 

2
9
.
4
 

2
1
3
 

2
1
0
 

 

地 方 公  

共 団 体  

所 有 地  

宅
地

 
9
,
2
5
3
 

4
,
8
9
9
 

7
.
1
 

3
.
8
 

8
6
 

3
 

 

計
 

9
,
2
5
3
 

4
,
8
9
9
 

7
.
1
 

3
.
8
 

8
6
 

3
 

 

宅
地

計
 

8
6
,
3
2
8
 

8
6
,
4
7
3
 

6
6
.
3
 

6
6
.
4
 

5
5
0
 

5
4
4
 

8
6
,
3
3
6
 

8
6
,
4
7
3
 

6
6
.
4
 

 

保
留

地
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

測
量

増
減

 
8
 

－
 

0
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

合
計

 
1
3
0
,
0
9
1
 

1
3
0
,
1
6
5
 

1
0
0
.
0
 

－
 

1
3
0
,
0
9
1
 

1
3
0
,
1
6
5
 

1
0
0
.
0
 

 

‐
8
‐

 

6
,
90
5 

6
,
97
3 
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‐
9
‐

 

  

（
ロ

）
減

歩
率

計
算

表
 

 

整
理
前
 

宅
地
地
積
 

（
公
簿
地
積
）
 

同
更
正
地
積
 

（
測
量
増
減
を
加
減

し
た
も
の
）
 

整
理
後
宅
地
地
積
 

差
引
減
歩
地
積
 

減
歩
率
 

保
留
地
を
 

含
め
た
 

宅
地
地
積
 

保
留
地
を
 

除
い
た
 

宅
地
地
積
 

公
共
 

減
歩
地
積
 

公
共
・
保
留
地
 

を
合
算
し
た
 

減
歩
地
積
 

公
共
 

減
歩
率
 

公
共
・
保
留
地
 

合
算
減
歩
率
 

(A
) 

(B
) 

(C
) 

(D
) 

(B
-C
) 

(
B-
D
) 

(
B-
C
)
/B
 

(
B-
D
)
/B
 

㎡
 

㎡
 

㎡
 

㎡
 

㎡
 

㎡
 

％
 

％
 

86
,3
28
 

86
,4
73
 

86
,3
36
 

86
,4
73
 

86
,3
36
 

86
,4
73
 

86
,3
36
 

86
,4
73
 

0 
0 

0 
0 

 

（
５

）
保

留
地

の
予

定
地

積
 

本
地
区
に
お
い
て
保
留
地
は
設
定
し
な
い
。
 

整
理
前
宅
地
 

価
格
総
額
 

（
予
想
）
 

整
理
後
 

価
格
総
額
 

（
予
想
）
 

宅
地
価
格
 

総
額
の
 

増
加
額
 

整
理
後
 

1
㎡
当
り
 

予
定
価
格
 

保
留
地
と
し
て
 

取
り
得
る
 

最
大
限
地
積
 

保
留
地
の
 

予
定
地
積
 

割
合
 

摘
 
要
 

（
整
理
前
予
定
価
格
）
 

(A
) 

(B
) 

(C
)=
(B
)-
(A
) 

(D
) 

(E
)=
(C
)/
(D
) 

(
F
) 

(
G
)
=
(
F)
/
(
E)
 

 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

円
/
㎡
 

㎡
 

㎡
 

％
 

円
/
㎡
 

7,
70
1,
17
1 

7,
71
3,
39
1 

7,
83
0,
67
5 

7,
84
3,
10
1 

12
9,
50
4 

12
9,
71
0 

90
,7
00
 

1,
42
7 

1,
43
0 

0 
0
 

8
9,
2
0
0 
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（
６

）
公

共
施

設
整

備
改

善
の

方
針

 

（
イ

）
公

共
施

設
別

調
書

 

区
分
 

名
称
 

道
路

種
別

 

形
状

寸
法

 

整
備

計
画

 
適

要
 

幅
員

(
m
)
 

延
長

 

(
m
)
 

面
積

 

（
㎡

)
 

街 路 

幹 線 街 路  

1
・

3
・

0
-
1
 

大
和

川
線

 
◎

 
2
7
～

 

5
3
 

1
,
0
1
0
 

3
2
,
8
9
5
 

2
8
,
3
8
0
 

地
下

式
 

[
別

途
事

業
]
 

整
備

済
（

非
常

口
周

辺
整

備
）

 
 ※

上
部

 
 

 
 

利
用

 
 

 
㎡

 
 ※

上
部

住
宅

地
利

用
 

 
 

㎡
 

 

3
・

2
・

2
0
1
-
8
 

松
屋

古
川

線
 

◎
 

3
6
 

1
3
0
 

5
,
0
2
0
 

5
,
1
0
9
 

 
[
別

途
事

業
]
 

府
道

大
阪

臨
海

線
 

整
備

済
（

側
道

周
辺

整
備

）
 

計
 

－
 

1
,
1
4
0
 

3
7
,
9
1
5
 

3
3
,
4
8
9
 

 
 

区 画 街 路  

幅
員

6
.
0
ｍ

 
 

2
,
6
8
2
 

2
,
9
4
2
 

1
6
,
8
7
9
 

1
7
,
9
2
6
 

舗
装

：
ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
 

街
渠

等
 

 

幅
員

8
.
0
ｍ

 
 

5
6
9
 

5
6
7
 

4
,
8
7
6
 

4
,
8
4
9
 

舗
装

：
ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
 

街
渠

等
 

 

計
 

－
 

3
,
2
5
1
 

3
,
5
0
9
 

2
1
,
7
5
5
 

2
2
,
7
7
5
 

 
 

特 殊 街 路  

幅
員

4
.
5
ｍ

 
－

 
1
9
7
 

1
8
7
 

8
8
5
 

8
4
4
 

舗
装

：
ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
 

街
渠

等
 

 

幅
員

6
.
0
ｍ

 
－

 
1
3
0
 

8
2
 

8
0
8
 

4
9
0
 

舗
装

：
ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
 

街
渠

等
 

 

計
 

－
 

3
2
7
 

2
6
9
 

1
,
6
9
3
 

1
,
3
3
4
 

 
 

6
,
9
05

 
 
 
 

7
,
2
37
 

 
公

園
 

 

公
園

緑
地

 
5
,
5
13

 
  
 
  

5
,
4
72
 

‐
1
0
‐
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‐
1
1
‐

 

 

 

   

公 園 ・ 緑 地  

2
・

2
・

2
0
1
-
1
9
 

松
屋

町
公

園
 

－
 

－
 

4
,
8
7
2
 

植
栽

、
修

景
等

 

 ※
河

川
用

地
占

用
 

 
 
㎡

 
 ※

準
国

有
地

占
用

 
 

 
㎡

 
 

2
・

2
・

2
0
1
-
1
3
6
 

松
屋

大
和

川
通

公
園

 
－

 
－

 
4
,
6
4
9
 

4
,
6
4
8
 

植
栽

、
修

景
等

 

 ※
河

川
用

地
占

用
 

 
 
㎡

 
 ※

準
国

有
地

占
用

 
 

 
㎡

 
 

 
 

 
 
―

 
 
 

1
号

緑
地

 
－

 
－

 
 
 
 

－
 

6
0
5
 

 
―

 
 

植
栽

等
 

 
 

 
 

 
―

 
 

 
 

 
※

準
国

有
地

占
用

2
6
4
㎡

 

 
 

 
 
―

 
 
 

2
号

緑
地

 
－

 
－

 
 
－

 

 
 
 
2
6
 

 
―

 
 

植
栽

等
 

 

計
 

－
 

－
 

9
,
5
2
1
 

1
0
,
1
5
1
 

 
 

河 川 

一
級

河
川

大
和

川
 

－
 

－
 

1
2
,
1
5
2
 

1
1
,
6
8
7
 

 
※

公
園

利
用

 
 
 

㎡
 

計
 

－
 

－
 

1
2
,
1
5
2
 

1
1
,
6
8
7
 

 
 

合
計
 

－
 

－
 

8
3
,
0
3
6
 

7
9
,
4
3
6
 

 
 

1
,
5
20

 
  
 
  

1
,
6
25
 

3
,
3
52

 
  
 
  

3
,
2
48
 

2
,
6
16
 

2
,
5
48
 1
,
0
96

 
  
 
  

9
2
3 

3
,
5
53

 
  
 
  

3
,
7
25
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（
７

）
土

地
区

画
整

理
法

第
2
条

第
2
項

に
規

定
す

る
事

業
の

概
要

 

（
イ

）
上

水
道

 

上
水

道
は

、
堺

市
上

下
水

道
局

よ
り

地
区

全
域

に
供

給
を

受
け

る
。

 

（
ロ

）
下

水
道

 

雨
水

、
汚

水
に

つ
い

て
は

分
流

管
を

設
置

し
、

既
設

の
合

流
管

へ
接

続
し

処
理

す
る

。
な

お
、

雨
水

流
出

抑
制

の
た

め
、

地
区

内
に

雨
水

貯
留

施
設

を
設

置
す

る
。

 

（
ハ

）
ガ

ス
 

ガ
ス

供
給

管
を

設
置

し
、

大
阪

瓦
斯

㈱
か

ら
供

給
を

受
け

る
。

 

２
．

設
計

図
 

別
添

設
計

図
（

縮
尺

１
/
1
,
0
0
0
）

の
と

お
り

。
 

 

第
４

 
事

業
施

行
期

間
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
自

 
 
事

業
計

画
認

可
公

告
の

日
 

 
 
 

 
 
至

 
 
 

 
 

 
年

3
月

3
1
日

（
 

 
 

 
年

度
換

地
処

分
予

定
）

 

 

‐
1
2
‐

 

令
和
１
１

 

平
成
４
１

 

令
和

１
７

 

平
成

４
７
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‐
1
3
‐

 

  第
５

 
資

金
計

画
書

 

１
．

収
入

 

区
分
 

金
額

（
千

円
）

 
摘

要
 

地
方

公
共

団
体

等
負

担
金

 
2
2
,
0
4
6
,
0
0
0
 
 

合
計
 

2
2
,
0
4
6
,
0
0
0
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２
．

支
出

 

事
項
 

単
位
 

事
業

量
 

事
業

費
（

千
円

）
 

摘
要
 

公 共 施 設 整

備 費  

道
路

 
ｍ

 
－

 
3
8
4
,
9
5
4
 
 

 
 

公
園

 
 
 

公
園

・
緑

地
 

㎡
 

 
9
,
5
2
1
 

1
0
,
1
5
1
 

1
5
2
,
9
7
1
 
 

河
川

 
－

 
－

 
－

 
 

 
 

計
 

 
 

5
3
7
,
9
2
5
 
 

移 転 移 設

補 償 費  

建
物

移
転

費
 

式
 

1
 

9
,
4
9
0
,
3
5
2
 
 

移
設

費
 

式
 

1
 

5
8
,
3
8
5
 
 

そ
の

他
 

式
 

1
 

4
6
5
,
3
3
3
 
 

計
 

 
 

1
0
,
0
1
4
,
0
7
0
 
 

法 第 ２ 条

第 ２ 項 該

当 事 業 費  

上
水

道
 

式
 

1
 

1
0
0
,
9
9
3
 
 

下
水

道
 

式
 

1
 

7
3
2
,
4
3
0
 
 

ガ
ス

 
式

 
1
 

1
9
,
5
2
5
 
 

計
 

 
 

8
5
2
,
9
4
8
 
 

宅
地

整
備

費
 

式
 

1
 

1
,
2
8
9
,
5
6
9
 
 

そ
の

他
工

事
費

 
式

 
1
 

2
,
1
8
7
,
1
6
7
 
 

調
査

設
計

費
 

式
 

1
 

3
,
3
2
6
,
4
5
8
 

3
,
6
0
1
,
4
0
4
 
 

工
事

費
計
 

 
 

1
8
,
2
0
8
,
1
3
7
 

1
8
,
4
8
3
,
0
8
3
 
 

事
務

費
 

式
 

1
 

3
,
8
3
7
,
8
6
3
 

3
,
5
6
2
,
9
1
7
 
 

合
計

 
 

 
2
2
,
0
4
6
,
0
0
0
 
 

 

‐
1
4
‐
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‐
1
5
‐

 

 

３
．

年
度

別
歳

入
歳

出
資

金
計

画
表

 

（
千

円
）

 

区
分

 
平
成
29
年
度
 

平
成
30
年
度
 

令
和
元
年
度

 
令
和
2
年
度

 
令
和
3
年
度

 
令
和
4
年
度

 
令
和
5
年
度

 
令
和
6
年
度

 

歳 出  

工
事

費
 

16
5,
03
2 

29
6,
07
4 

  
 7
00
,2
15
 

2,
41
3,
94
7 

1,
23
1,
61
5 

2,
44
0,
63
4 

2,
16
9,
30
7 

2,
57
7,
89
1 

2,
35
1,
01
0 

2,
26
8,
48
7 

1,
78
9,
70
9 

1,
84
7,
28
4 

2,
15
7,
69
8 

1,
85
2,
70
9 

2,
84
6,
08
6 

1,
57
4,
56
2 

事
務

費
 

23
5,
76
4 

18
7,
92
6 

37
5,
92
4 

30
3,
67
9 

45
8,
54
2 

30
3,
67
9 

28
6,
41
0 

28
6,
41
0 

30
3,
67
9 

30
3,
67
9 

27
8,
62
3 

計
 

40
0,
79
6 

48
4,
00
0 

1,
07
6,
13
9 

2,
71
7,
62
6 

1,
69
0,
15
7 

2,
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第１章   総  則 

 

（この施行規程の目的） 

第１条 この施行規程は、平成 27 年 12 月 21 日堺市告示第 451 号で告示された南部大

阪都市計画事業大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の施行区域について、土地区

画整理法（昭和 29 年法律第 119 号。以下「法」という。）第３条の２第１項の規定

に基づき独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。）が施行する土地区画整

理事業に関し、法第 71 条の３第２項において準用する法第 53 条第２項に掲げる事

項その他必要な事項を定めることを目的とする。 

（事業の名称） 

第２条 前条の土地区画整理事業の名称は、南部大阪都市計画事業大和川左岸（三宝）

土地区画整理事業（以下「本事業」という。）という。 

（施行地区に含まれる地域の名称） 

第３条 本事業の施行地区に含まれる地域の名称は、次のとおりとする。 

大阪府堺市堺区松屋大和川通一丁、松屋大和川通二丁、松屋町一丁、松屋町二丁、

南島町一丁、南島町三丁、南島町四丁及び南島町五丁の各一部 

（事業の範囲） 

第４条 本事業の範囲は、法第２条第１項及び第２項に規定する事業とする。 

（事務所の所在地） 

第５条 本事業を行う 

           

          に設置する。 

 

 

第２章  費用の負担 

 

（費用の負担） 

第６条 本事業に要する費用は、次の各号に定めるものが負担する。 

 一 法第 119 条の２第 1 項の規定による地方公共団体の負担金 

上段：変更後 
下段：変更前 

堺都市再生事務所を堺市堺区三宝町四丁２７４番地２ 

法人都市再生機構西日本支社内 

 

ため、独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 

事務所は、大阪市城東区森之宮一丁目６番８５号、独立行政 
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第３章  土地区画整理審議会及び評価員 

 

（審議会の設置及び名称） 

第７条 法第 71 条の４第１項の規定に基づき土地区画整理審議会を設置する。 

２ 前項の土地区画整理審議会の名称は、南部大阪都市計画事業大和川左岸（三宝）

土地区画整理審議会（以下「審議会」という。）とする。 

（委員の定数） 

第８条 審議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、10 人とする。 

２ 前項に規定する委員の定数のうち、法第 71 条の４第３項において準用する法第

58 条第１項の規定により、施行地区内の宅地（法第２条第６項に規定する宅地をい

う。以下同じ。）の所有者（以下「宅地所有者」という。）及び施行地区内の宅地に

ついて借地権を有する者（以下「借地権者」という。）がそれぞれのうちから各別に

選挙する委員の数は、土地区画整理法施行令（昭和 30 年政令第 47 号。以下「令」

という。）第 22 条第４項の規定に基づき、機構の理事長が別に定めて公告する。 

３ 第１項に規定する委員の定数のうち、法第 71 条の４第３項において準用する法第

58 条第３項の規定により、機構の理事長が土地区画整理事業について学識経験を有

する者のうちから選任する委員の数は、２人とし、選挙すべき委員の数は、８人と

する。 

（委員の任期） 

第９条 委員の任期は、５年とする。 

（予備委員の設置及びその数） 

第 10条 審議会に法第 71条の４第３項において準用する法第 59条第１項の規定によ

り宅地所有者から選挙される委員及び借地権者から選挙される委員についての予備

委員（以下「予備委員」という。）を、それぞれ置く。 

２ 予備委員の数は、宅地所有者から選挙すべき委員及び借地権者から選挙すべき委

員の数（委員の数が奇数のときは、その数から１を減じた数）のそれぞれ半数とす

る。ただし、選挙すべき委員の数が１人の場合は、１人とする。 

（予備委員の決定） 
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第 11 条 予備委員は、委員の選挙において、当選人を除き、第 14 条に規定する数以

上の得票があった者のうち、得票数の多い者から順位を定めるものとし、得票数が

同じである者が２人以上あるときは、機構の理事長がくじでその順位を定めて、そ

の順位により予備委員を定めるものとする。 

２ 令第 35 条第２項の規定により当選人を定めた場合においては、前項の例により予

備委員を新たに定める。 

３ 機構の理事長は、前二項の規定により予備委員を定めた場合においては、令第 35

条第５項の公告と併せて予備委員となった者の氏名及び住所（法人にあっては、そ

の名称及び主たる事務所の所在地）並びに得票順位を公告するとともに、予備委員

となった者にその旨を通知する。 

（委員の補充） 

第 12 条 委員（学識経験を有する者のうちから選任した委員を除く。）に欠員を生じ

たときは、前条第１項又は第２項において定めた順位に従い、順次予備委員をもっ

て補充する。 

２ 機構の理事長は、前項の規定により委員を補充する場合においては、新たに委員

となる者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）

を公告するとともに、その者にその旨を通知するものとし、公告があった日から委

員となるものとする。 

３ 学識経験を有する者のうちから選任した委員に欠員を生じたときには、機構の理

事長は、速やかに委員を選任する。 

（立候補制） 

第 13 条 選挙すべき委員は、令第 24 条第１項の規定により候補者のうちから選挙す

る。 

２ 令第 24 条第２項の規定により、他の選挙人を宅地所有者から選挙する委員の候補

者に推薦しようとする者は、宅地所有者、他の選挙人を借地権者から選挙する委員

の候補者に推薦しようとする者は、借地権者でなければならない。 

（当選人又は予備委員となるのに必要な得票数） 

第 14 条 委員の選挙において、当選人又は予備委員となるのに必要な得票数は、宅地

所有者及び借地権者が、それぞれのうちから各別に選挙する委員の数で、それぞれ

の選挙における有効投票の総数を除して得た数の５分の１以上とする。 
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（委員の補欠選挙） 

第 15 条 補充すべき予備委員がなくなった後に、宅地所有者から選挙された委員又は

借地権者から選挙された委員の欠員の数が、それぞれの委員の定数の３分の１を超

えた場合においては、それぞれの委員の補欠選挙を行うものとする。 

（審議会の運営） 

第 16 条 審議会の運営について、法令に定めるもののほか必要な事項は、機構が審議

会の意見を聴いて別に定める。 

（評価員の定数） 

第 17条 法第 71条の５において準用する法第 65条第１項に規定する評価員の定数は、 

３人とする。 

 

 

第４章  基準地積の決定 

 

（基準地積の決定） 

第 18 条 換地計画において換地及び清算金額を定めるときの基準となる従前の宅地

各筆の地積（以下「基準地積」という。）は、この施行規程の施行日（以下「施行日」

という。）現在において登記されている地積とし、施行日現在において登記されてい

ない宅地については、機構が実測して得た地積とする。 

（基準地積の更正） 

第 19 条 宅地所有者又は宅地について所有権以外の権利（処分の制限を含む。以下本

章において同じ。）を有する者は、前条の基準地積が事実と相違すると認めるときは、

施行日から起算して 60 日以内に、機構が別に定めるところにより、機構に基準地積

の更正を申し出ることができる。 

２ 前項の規定による申出があるときは、機構は、申出人（申出人が所有権以外の権

利を有する者であるときは、申出人とともに宅地所有者）及び関係権利者の立会い

を求めて、当該申出に係る宅地の地積を確認して、その基準地積を更正するものと

する。 

３ 機構は、前項の規定によるほか、基準地積が明らかに事実と相違すると認められ

る宅地、その他特に実測する必要があると認められる宅地については、当該宅地所
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有者及び関係権利者の立会いを求めてその宅地の地積を実測して基準地積を更正す

ることができる。 

４ 機構は、施行日現在において登記されている宅地のうち、施行日以前に実測によ

り登記されていると認められる宅地以外の宅地については、前二項に規定するもの

を除き、次項によりその基準地積を更正することができる。 

５ 前項に規定する基準地積の更正方法は、施行地区を適当と認める区域に区分し、

各区域について実測した地積（公共用地を除く。）と、その区域内の宅地各筆の基準

地積を合計した地積との間に差がある場合には、その差をその区域内の前項の規定

により基準地積の更正ができる宅地各筆の基準地積に按分して行うものとする。 

（施行日後に分割された宅地の基準地積） 

第 20 条 施行日後に分割された宅地の分割後の宅地各筆の基準地積は、その合計が前

二条の規定により定められた分割前の基準地積に符合するように定める。この場合

において、分割後の宅地各筆のうち実測された宅地については、その地積を基準地

積とし、その他の宅地については、分割前の基準地積から実測された宅地の地積の

合計を減じた地積を基準地積とする。ただし、分割前の宅地が前条第５項によりそ

の基準地積を更正したものであり、かつ土地所有者からの申出がある場合において

は、分割後の宅地各筆の基準地積は、分割前の宅地の基準地積を分割後の宅地各筆

の登記された地積に按分して得た地積とすることができる。 

（所有権以外の権利又は処分の制限の目的となるべき宅地の地積） 

第 21 条 換地計画において換地について所有権以外の権利（地役権を除く。以下この

条について同じ。）又は処分の制限の目的となるべき宅地又はその部分及びその清算

金額を定めるときの基準となる従前の宅地について存する所有権以外の権利又は処

分の制限の地積は、登記されている地積又は法第 85 条第１項の規定による申告に係

る地積（地積の変更について同条第３項の規定による届出があったときは、その変

更後の地積とする。以下「申告地積」という。）とする。ただし、登記されている地

積又は申告地積が当該権利の存する宅地の基準地積に符合しないときは、機構がそ

の宅地の基準地積の範囲内で定めた地積をもってその権利の目的となるべき宅地の

地積とする。 
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第５章  清  算 

 

（清算金の算定） 

第 22 条 換地を定めた場合の清算金額は、従前の宅地の価額総額に対する換地の価額

の総額の比を、従前の宅地又はその宅地について存する権利の価額に乗じて得た額

（以下「従前の権利価額」という。）と当該宅地に対する換地又はその換地について

定められた権利の価額との差額とする。 

２ 従前の宅地について換地を定めないで金銭で清算する場合又はその宅地について

存する権利を消滅させて金銭で清算する場合における交付すべき清算金額は、当該

宅地又はその宅地について存する権利の従前の権利価額とする。 

（清算金の分割徴収又は分割交付） 

第 23 条 機構は、清算金として徴収すべき金額が１人につき 10 万円を超え、かつ、

これを納付すべき者から次条の規定により分割して納付したい旨の申出があったと

きは、その清算金を分割して徴収し、清算金として交付すべき金額が１人につき 10

万円を超えるときは、その清算金を分割して交付することができる。 

（分割納付を希望する申出） 

第 24 条 清算金を納付すべき者が分割納付を希望するときは、次条第１項に規定する

通知を受けた日から起算して 14 日以内にその旨を機構に申し出なければならない。 

２ 機構は、前項に規定する申出を承認しようとするときは、必要な条件を付するこ

とができる。 

（清算金の徴収又は交付に関する通知） 

第 25 条 機構は、換地処分の公告があった場合においては、清算金を納付すべき者に

対し、その納付すべき清算金の額並びに納付すべき期限及び場所を通知する。この

場合において、その清算金の額が 10 万円を超えるときは、分割納付の意思の有無を

併せて照会する。 

２ 機構は、換地処分の公告があった場合において、清算金の交付を受けるべき者に

対し、これを一時に交付するときは、その交付すべき清算金の額並びに交付すべき

期限及び場所を、分割して交付するときは、その交付すべき清算金の額、各回に交

付すべき清算金の額、各回の清算金を交付すべき期日及び場所並びに交付を完了す

べき期限を、それぞれ通知する。 
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３ 機構は、換地処分の公告があった場合において、第 23 条の規定により清算金を分

割して徴収するときは、これを分割して納付する者に対し、その納付すべき清算金

の額、各回に納付すべき清算金の額、各回の清算金を納付すべき期日及び場所並び

に納付を完了すべき期限を通知する。 

（清算金の分割徴収及び分割交付の手続） 

第 26 条 第 23 条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付する場合における

徴収又は交付を完了すべき期限は、次の各号に掲げる清算金の額に応じ、第１回の

清算金を徴収し、又は交付すべき期日の翌日から起算して、当該各号に定める期間

が満了する日とする。 

 一 清算金の額が１０万円を超え、２０万円までのとき   １年 

二 清算金の額が２０万円を超え、３０万円までのとき   ２年 

三 清算金の額が３０万円を超え、４０万円までのとき   ３年 

四 清算金の額が４０万円を超え、５０万円までのとき   ４年 

五 清算金の額が５０万円を超えるとき          ５年 

２ 第 23 条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付するときは、未徴収又は

未交付の清算金に第１回の清算金を分割して徴収し、又は交付すべき期日の翌日か

ら、分割交付する場合は 

 

 

うるう年の日を含む期間についても 365 日の割合とする。）で計算して得た額の利子を

付し、分割徴収する場合にあっては 

うるう年の日を含む期間についても 365 日の割合とする。）で計算して得た額の利子を

付するものとし、その利率は換地処分の公告の日の翌日を基準日として別途機構が定

め、第 25 条の規定による清算金の徴収又は交付に関する通知と併せて通知する。 

３ 機構は、第２回以後の清算金を徴収し、又は交付するときは、その徴収し、又は

交付する日までの間に前項の規定による当該清算金について生じた利子を、当該清

算金と併せて徴収し、又は交付する。 

４ 第 23 条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付する場合における第２回

以後の清算金を徴収し、又は交付すべき期日は、前回の徴収し、又は交付すべき期

日の翌日から起算して６か月目とする。 

民法第 404 条の規定による法定利率の割合（年 365 日当たりとし、 

年（365 日当たり）６パーセントの割合（            

当該法定利率以内の割合（年 365 日当たりとし、 
年（365 日当たり）６パーセント以内の割合（  
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５ 第 23 条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付する場合における各回の

清算金の額は、毎回おおむね均等の額とする。 

６ 清算金を分割して納付する者は、前条第３項の規定により通知を受けた納付を完

了すべき期限前において、清算金の残額の全部又は一部を繰り上げて納付すること

ができる。 

７ 機構は、清算金を分割して納付すべき者が納付すべき清算金を滞納したとき、そ

の他特別の事情があるときは、清算金の残額の全部又は一部を、その納付すべき期

限前においても徴収することができる。 

（督促手数料及び延滞金） 

第 27 条 機構は、その徴収すべき清算金（前条第２項の規定により利子を付した場合

においては、その利子を含む。）を第 25 条第１項及び第３項の規定により通知した

期限までに納付しない者に対しては、督促状により納付すべき期限を指定して督促

するものとする。 

２ 機構は、前項の規定により督促したときは、１件１回につき土地区画整理法施行

規則（昭和 30 年建設省令第５号）第 17 条に規定する額の督促手数料を徴収するこ

とができる。 

３ 機構は、第１項の規定に基づく督促をした場合において、法第 110 条第４項の規

定により徴収することができる延滞金は、当該督促に係る清算金の額（以下この項

及び次項において「督促額」という。）が 100 円以上である場合に徴収するものとし、

その額は督促状による納付すべき期限の翌日から納付の日までの日数に応じ督促額

（100 円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に年 10.75 パーセントの割

合を乗じて得た額とする。 

４ 前項の場合において督促額の一部につき納付があったときは、その納付の日以後

の期間に係る延滞金の計算の基礎となる額は、その納付のあった督促額を控除した

額とする。 

５ 延滞金の額が 10 円未満である場合においては、これを徴収しない。 

６ 機構は、第１項の規定による督促を受けた者がその督促状において指定した期限

までにその納付すべき金額を納付しないときは、法第 110 条第５項に規定する国税

滞納処分の例により徴収すべき清算金、督促手数料及び延滞金を徴収することがで

きる。 
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（仮清算への準用） 

第 28条 第 22条から前条までの規定は、法第 102条の規定により仮清算金を徴収し、

又は交付するものと機構が定めた場合について準用する。 

 

 

第６章  雑  則 

 

（氏名又は住所を変更した場合における届出） 

第 29 条 施行地区内の宅地について、登記した権利又は法第 85 条第１項の規定によ

る申告若しくは同条第３項の規定による届出をした権利を有する者及び清算金を分

割して納付する者又は分割して交付を受ける者は、その氏名又は住所（法人にあっ

ては、その名称及び主たる事務所の所在地）を変更したときは、直ちにその旨を機

構に届け出なければならない。 

（所有権以外の権利の申告又は届出の受理の停止） 

第 30 条 機構は、令第 19 条の規定による委員の選挙期日の公告があったときは、当

該公告があった日から起算して 20 日を経過した日から令第 22 条第１項の公告があ

る日までの間は、法第 85 条第４項の規定により同条第１項の規定による申告及び同

条第３項の規定による届出を受理しない。 

２ 機構は、法第 88 条第２項の規定による換地計画の縦覧についての令第 55 条の２

の規定に基づく公告があった日から換地処分の公告がある日までの間は、法第 85

条第４項の規定により同条第１項の規定による申告及び同条第３項の規定による届

出を受理しない。 

（換地処分時期の特例） 

第 31 条 機構は、必要があると認めるときは、換地計画に係る区域の全部について工

事が完了する以前においても、法第 103 条第２項の規定により換地処分を行うこと

ができる。 

（公告の方法） 

第 32 条 機構が本事業について行う公告は官報に掲載し、かつ独立行政法人都市再生

機構西日本支社                 に掲示して行う。 

（その他必要な事項） 

都市再生業務部堺都市再生事務所 

内 
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第 33 条 この施行規程に定めるもののほか、本事業の施行に必要な事項は、機構が別

に定める。 

 

 

 附 則 

  この施行規程は、法第 71 条の３第 11 項に規定する国土交通大臣の認可の公告が

あった日から施行する。 

 

 

  この変更施行規程は、法第 71 条の３第 15 項において準用する同条第 11 項に規定

する国土交通大臣の認可の公告があった日から施行する。 

― 

附 則 
― 
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土地区画整理法に基づく手続きの概要及び経過 
 

○独立行政法人都市再生機構施行の土地区画整理事業 認可の手続き（土地区画整理法第７１条の３） 

 （施行規程又は事業計画を変更する場合においても同手続きを準用） 

国土交通大臣 都市再生機構 大阪府知事 府都市計画審議会 利害関係者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

○大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の手続きの経過 

平成２７年１２月２１日  都市計画決定【区画整理の決定、公園の決定及び変更】 

平成２９年 ６月１９日  施行規程及び事業計画の国土交通大臣認可 

令和 ２年 ３月１７日  施行規程及び事業計画の変更の認可申請 

      ６月１５日 

縦覧期間 

      ６月２８日 

              意見書の提出期間 

７月１２日 

施行規程及び 
事業計画の策定 

認可申請 

施行規程及び 
事業計画の縦覧 

意見書提出

意見書受理

意見書に対する 
意見 

意見書送付

・意見書の審査 
・採否決定 

（審議会の意見を添付）

修正命令 計画修正 

不採択通知 

施行規程及び 
事業計画の認可 

不採択通知

（不採択）
（採択）

事業計画につい 
ての意見聴取 

意見

（市長に対しても意見聴取を実施）

【不採択／採択】
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南部大阪都市計画土地区画整理事業の決定（堺市決定） 

 

都市計画大和川左岸（三宝）土地区画整理事業を次のように決定する。 

「施行区域は計画図表示のとおり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 称 大和川左岸（三宝）土地区画整理事業 

面 積 約１３．０ha 

公

共

施

設

の

配

置 

道 路 

種 別 名 称 
別に都市計画において定め

るとおりとする。 
自動車専用

道路 

1・3・0-1 

大和川線 

幹線街路 
3・2・201-8 

松屋古川線 
都市計画道路整備済。 

市道築港南島線との接続及び土地利用を考慮し、幅員６～８

ｍの区画道路を配置する。 

公園及び緑地 

種 別 名 称 

これらについては、別に都市

計画において定めるとおり

とする。 

街区公園 
2・2・201-19 

松屋町公園 

街区公園 
2・2・201-136 

松屋大和川通公園 

宅地の整備 

高規格堤防整備事業により盛土を行うとともに阪神高速道路

大和川線の上部を活用するなど、良好な市街地が形成される

ように計画する。 
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